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多様な観点から提出された 
各種組織論についての分類枠組み
廣　田　俊　郎
Ⅰ　序
　古来，世界が多様なものから成り立つことはさまざまに語られてきた。中国の陰陽五行説，
ギリシャの４大元素説，アリストテレスの４要因説などである。世界は，多様な要因から成り
立つだけでなく，多様な関係からも成り立っている。そうした多様な要因と多様な関係を踏ま
えた様々な動きが，世界での変化をもたらしている。ところで世界と呼ばれるもの自体も多様
である。ビッグバンから始まって，物質や生物が存在し，変化と成長を遂げる「自然の世界」
がまず存在する。次に，世界の中の人々が見聞きし，経験を踏まえてイメージを形成する「表
象の世界」も考えられる。さらに，人々のイメージに基づく意思によって具体化され，物質化
されて存在するに至る「客観の世界」を見いだしうる。そのうえで，そうした客観の世界を学
的に認識し，考察した結果として構成される「対象の世界」も考えられる。最後に，真実に存
在する世界としての「実在の世界」が考えられる。それが真実に存在することをいかにして知
るのかと言えば，個人の表象の世界は一面的なイメージに過ぎないので実在とはいえないが，
多くの人が共有するイメージについては実在していると呼んでも良い面をもつと見なすことに
より「実在の世界」が成立しうると考えられる｠１）。また，人々が自らの表象に基づいて具体化
する「客観の世界」については，自分だけが意思の具体化を図るのではなく，他のすべての人
間もそうしようとするため，万人の意思が出会うものとして「客観の世界」が生成される。た
だし，そこでは，すべてについて等級がつけられ，「エリート」と「落ちこぼれ」との差が歴
然とつけられる。そうした現実を真なるものとは受け入れ難く感じる場合，真の意味での「実
在の世界」は，そうした現実を超えたイデアの世界であるとの考え方も示される。
　このように多様にとらえられる世界のなかで，人々は，社会を形成する。その場合の社会の
とらえかたは，世界のとらえ方と同様，多様である。ルソーによれば，社会における基本的関
係として「共同関係」と「相互関係」を考えることができる（作田［1969］）。ここで「共同関
１）山田［1985］pp.5-30参照。
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係」とは祭において民衆が関わり合う関係であり，「相互関係」とは，役割の分化と分業の進
展のもとで相互に結びついたり，交換しあったりする関係である。テンニースのゲマインシャ
フトとゲゼルシャフトという社会のとらえ方も示されてきた。前者では，「信頼に満ちた親密
な水入らずの関係」が形成され，諸個人は，本質的かつ全面的に結合している。後者では，潜
在的には闘争状態にあるものの，その闘争が現実化しないように契約や協定を結んで相互肯定
の関係を形成している。こうした多様な要因と関係から成る社会を説明する理論として，さま
ざまな理論が示されてきた。パーソンズのAGIL図式もその１つである。ただし，パーソンズ
の見解は，社会の統合的な面に焦点を置きすぎているとして，社会での抗争や闘争に焦点を置
いて社会の動態を説明しようとするジンメルやダーレンドルフなどの理論も示されてきた。つ
まり，社会の秩序形成の起因をめぐって統合理論と闘争理論とが示されてきた。
　このように多様な要因と関係から成る現代の社会・経済システムのもとに存在する数多くの
組織体も，それ自体，社会・経済システムのサブシステムであり，多様な要因と関係から構成
されている。つまり，組織体も多元的に組織化されており，そうした多元的側面を組織化する
うえでの多様な観点が見られる。そういう多様な観点から各種の組織論が提出されてきたので
あり，その結果，組織をめぐる議論は，相互のあいだの討論が不可能と思われるぐらい，用語
が異なり，問題関心も異なるという「バベルの塔」的な状況が生み出されてきた｠２）。本来的に
は，そうした状況を打開して，各種組織論の間の関連づけが示されることが望ましい。そのた
めには，多様な組織諸理論といえども，組織体の基本プロセスや基本構造について共通の面を
有するということを手がかりとして，それらの関連づけの可能性を探ることができるのではな
いかと考えられる。その際，そうした可能性を探るに当たって，体・用・相というカテゴリー
を用いたいので，次節では体・用・相なるカテゴリーについての検討と，そうしたカテゴリー
を用いてとらえられる組織体についての検討を行いたい。
Ⅱ　組織体をとらえるための体・用・相というカテゴリー
１．体・用・相というカテゴリー
　ある対象の本質をとらえようとするときに，対象を，体・用・相というカテゴリーに区分し
て考察するという方法が考えられる｠３）。その方法では，対象を存在そのもの（体）と，その動
き（用）とから理解し，それを踏まえて，そのもののさまざまな姿（相）を説明しようとする。
そういう考え方のルーツは，大乗仏教の世界観に求められる。これらの語を言葉として表現し
たのは，仏典の１つである『大乗起信論』が最初である｠４）。その教義のなかに含まれる「大乗」
２）リード［1992］p.37参照。
３）坂本［1982］p.163およびpp.168-175参照。
４）『大乗起信論』は，東大寺を本山とする華厳宗で重んじられるとともに，真言宗でも重視され，空海は↗
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とは，大きな乗り物を意味（それに乗って悟りを得る）し，仏教で重要な「真如」とは何かに
ついて，体大（そのもの自体が大きいこと），用大（そのはたらきが大きいこと），相大（その
もつ特性が大きいこと）という特性をもつと主張している。こうした体・相・用というカテゴ
リーは，真如について当てはまるだけでなく，あらゆるものに適用できると考えられる。
　こうした体・用・相というカテゴリーは，仏教の考え方にとどまらず，日本語の言葉のとら
え方にも影響を及ぼしている。国立国語研究所の編集による『分類語彙表』では，日本語の語
彙を体・用・相・その他の４つに分けている。「体」は体言で名詞を表し，「用」は用言で動詞
を表し，「相」は形容詞や副詞などを表し，「その他」は接続詞や感動詞などを表している。日
本語が，このように分類されるということは，世界の事物や現象も同様に分類して考察できる
ことを示唆している。
２．体・用・相というカテゴリーでとらえられる組織
　「組織」という言葉も，さまざまな事物や現象と同様に，「体」に対応するもの，「用」に対
応するもの，「相」に対応するものに区分できる。体に当たるのは，実体や構造であり，組織
体そのものやその構成要素を意味する。用に当たるのは，機能であり，プロセスや活動を意味
する。「体」は「用」を必要とし，「用」によって「体」が形作られる。その結果，さまざまな
バラエティが形成されるのであり，それが「相」である。その相に当たるのは，アーキテクチ
ャやコンフィギュレーションなどであり，現実に現われるさまざまな姿のことである。体と用
がペアになったものがシステムであり，そのシステムには，いろいろな姿（相）が見られる。
　組織については，まず組織化という動きが見られる。バーナードは，共通目的，コミュニケ
ーション，貢献意欲が組織の形成にとって不可欠な３つの要素だと述べた。これらの相互作用
によって，組織をまとめ上げる動きが形成されるのであり，このような組織化は，「組織」に
ついての「用」の面を示している。そのような組織化を通じて，組織体が形成される。この組
織体については，どのようなドメインをもつ存在であり，どのような側面をもつ存在かが問わ
れる。バーナードの場合は，この組織体の面を協働体系なる言葉で表現し，それは，物的要因，
生物的要因，心理的要因，社会的要因などで構成されていると主張した。このように，全体と
して，どのような領域に関わる存在であり，その構成要素はどのようなものかを示す組織体は，
「組織」についての「体」の面を示している。さらに，そうした組織化を経て形成された組織
体には，さまざまな姿が考えられ，大規模な組織体，小規模で活気ある組織体，伝統のある組
織体，誕生間もない組織体などのさまざまな姿は，組織体の「相」の面を示している。この「相」
の面を表すのが，組織のアーキテクチャであり，コンフィギュレーションであり，組織形態や
↘，その注釈書である『釈摩訶衍論』の影響を強く受けていた。現存する『大乗起信論』の冒頭には，もと
のサンスクリット文献から，三蔵法師が翻訳したことを示している。坂本［1982］pp.168-174参照。
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組織デザインの面であると考えられる｠５）。
　以上の説明では，「用」の面として，組織化の面を取りあげたが，形成される組織体のさま
ざまな活動や機能の面も「用」の面である。構造－機能主義とは，ある構造を有する実体につ
いて，その果たす機能が効果的な場合には，存続・発展できることを示した考え方である。
図１　体・用・相というカテゴリーでとらえられる組織
組織化 組織体
組織の姿
アーキテクチャ
コンフィギュレーション
体（名詞）用（動詞）
相（形容詞・副詞）
〔出所〕筆者が作成。
３．体・用・相というカテゴリーの背後にある存在論
　以上のように，組織について体・用・相の各側面を考えることができる。そのように，ある
対象について，その体・用・相を考察する場合に依拠する存在論的立場としては，さまざまな
実体が客観的に存在しているとの実在論の立場に基づく場合がまず考えられる。つまり，「体」
なるものが，まず存在し，それがどのような「用」を及ぼすか，あるいは，その「体」が存続
するには，どのような「用」が必要かという観点から考える場合がある。構造－機能主義の議
論は，このような立場から展開されている。
　それとは異なり，存在論としては，唯名論的立場に基づいて，存在とは実在するものという
よりも，人々の認識の中にあるという立場もある。仏教における唯識論では，すべてが「ここ
ろ」の産物であるととらえている｠６）。こうした立場では，「こころ」の働きという「用」を通
じて，他人の存在，各種組織体の存在などの「体」的なイメージが形成される。
　ワイクも，組織に関わる現象については，動詞で語るべきだと強調している｠７）。つまり，「用」
５）廣田［2017］p.61参照。
６）横山［2016］pp.34-57参照。
７）ワイク［1997］p.58では次のように述べている。｢組織について語るとき，名詞をたくさん使いたくなる。
しかし，そうした名詞は記述すべき状況にあらぬ安定的イメージを与えてしまうようだ。組織を理解しよ
うとするなら，名詞を根絶すべきだと言いたい。組織の研究者が名詞の利用を控え，惜しみなく動詞や動
名詞を使用するようになれば，過程というものにもっと注意が払われ，それをどう理解しどう管理したら
良いか，いっそう明らかにされるであろう。｣ なお，この点は，竹中［2013］p.48でも言及されている。
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の面から考察を開始すべきことを主張している。また，人々の間の相互作用などの，「用」が
まず見られ，そうした相互作用を通じて，社会が形成されるとするシンボリック相互作用論の
ような見方もある｠８）。ジンメルも，社会は，その構成要素たる個々人の相互関係や相互作用に
基づいてはじめて統一体としての姿を取りうることを示した｠９）。こういう場合は，「用」から「体」
が生み出されると考えており，その場合の「体」とは，素朴な実在ではなく，社会的に構築さ
れたものである。ただし，シンボリック相互作用プロセスでは，「用」が最初にあるといっても，
そこでの相互作用という「用」は何らかのシンボリックという「体」を手がかりとした相互作
用であるという面がある。
Ⅲ　組織体についての基本プロセスと基本構造
　以上で考察したように，体・用・相というカテゴリーを組織体に適用する場合，「用」に当
たるものとして「プロセス」や「機能」を考えることができる。また，「体」に当たるものと
して，構造を有する実体としての組織体を考えることができる。さらに，「相」に当たるもの
としては，組織形態を含む，組織体のさまざまな現われを考えることができる。ただし，この
「相」の部分の考察については，後で行うことにして，ここでは，組織体の基本プロセス（「用」）
と基本構造（「体」）とはいかなるものかを明らかにしたい。組織体の「用」の部分とは，組織
体として求められる活動やプロセスのことである。まず，それらを明らかにした後に，組織体
の「体」の部分としての，構造を有する実体部分にはどのようなものがあるかを検討したい。
　なお，組織構造研究のフロンティアをなすアストン研究では，組織体の考察を活動要因
（activity variables）と構造要因（structural variables）とに分けて検討を行っていた。前者
の活動要因に当たるのは，組織体の「用」の部分である。その内容は，各種プロセスに当たる
ものであり，①アイデンティフィケーション（組織の憲章など），②資源転換，③ワークフロー，
④コントロール，⑤ホメオスタシス実現などが挙げられる。それに対して，後者の構造要因に
当たるのが「体」の部分であるが，その内容として，①専門化，②標準化，③公式化，④集権
化，⑤コンフィギュレーション，⑥フレキシビリティなどが挙げられる。
　アストン研究では，組織体が直面するコンテクストと組織の構造要因との対応関係の解明を
試みたと一般に位置づけられている｠10）。とはいえ，アストン研究でも，組織体の構造要因のみ
ならず活動要因（プロセス要因）への着目も行っていたのである｠11）。つまり，初期の組織研究
８）ブルーマー［1991］p.97参照。そこでは，｢社会とは，静態的にも動態的にも，またどんな種類の均衡状
態をとっていようとも，それが一つのシステムであるとは考えず，無数の連携的な行為から成るものと考
えられる。｣ と述べている。
９）阿閉［1979］p.65参照。
10）バレル＝モーガン［1986］p.199参照。
11）ピューほか［1953］pp.299-301参照。
104 関西大学商学論集　第62巻第３号（2017年12月）
としてのアストン研究でも，プロセスと構造の双方についての解明に取り組んでいた。こうし
た初期の組織研究も念頭に置きつつ，組織体の基本プロセスと基本構造についての検討を進め
ることにしたい。
１．組織体の基本プロセス
（１）テクノロジー・プロセス
　組織体についての基本プロセスの１つは，テクノロジーを活用しながら，有用な製品やサー
ビスを提供することである。このプロセスを中心として組織体をとらえる場合，組織は有用な
製品やサービスを提供するための活動の体系であると見なされる。トンプソン［2012］の場合，
組織体が用いるテクノロジーを３つのタイプに分け，それぞれが特有な組織構造を形成すると
見なしている。
　このプロセスに基づく成果に着目して，各種組織体は，結局，人々の何らかの欠乏や欠如を
解消させるという機能をもたらしていると見なされる。病院は，人々の健康の欠如を解消させ
るために，大学は，知識に対する渇望を満たすために存在している。企業の場合は，各分野で
の製品やサービスのニーズに応えて，有用な製品とサービスを提供するために存在している。
（２）人的貢献プロセス
　組織体についての基本プロセスのもう１つは，組織成員が正当と見なした指示を承認し，遂
行を目指して貢献していくプロセスである。このプロセスを中心として組織体をとらえる場合，
組織は影響力の体系と見なされたり，意味の体系と見なされたりする｠12）。前者の影響力の体系
と見る場合は，組織におけるトップ・マネジメント層の立場に立ち，いかにして影響力を及ぼ
すかに焦点を合わせる。それに対して，後者では，組織での様々な取り組みが，各層でどのよ
うな意味を持つかをとらえ直そうとする。こうした人的貢献のプロセスでは，「感情労働」が
求められる場合があることをホックシールド［2000］は強調している｠13）。
　キュール［2013］では，組織体がいかに機能するかを，目標，階層構造，成員資格という３
つの組織的成分（ingredients）によって説明できると主張している。この主張も，組織体に
おける重要なプロセスの１つが，人的貢献のプロセスであるというとらえ方に基づくものであ
る。
　すなわち，キュール［2013］では，組織体は，まず何らかの目標を設定すると考えている。
目標は，究極的には，組織体の存在根拠であり，組織体で起こるすべてのことがらは，目標の
観点から理解される。こうした目標は，各種組織活動の基準としても役立つ。どの分野におい
12）大橋［1972］では,２節「意味の体系としての組織」，３節「影響力の体系としての組織」，と区分したう
えで，組織におけるリーダーシップのあり方を論じている。
13）ホックシールド［2000］p.170参照。
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てであれ，組織体は，その目標の達成を通じて，その存在を正当化しようとする｠14）。
　組織体を機能させるのに次に必要なのは，階層構造である。一連の目標が設定された場合，
それらを達成するには，各目標に対するその下位目標，さらにその下位の目標を達成する必要
がある。そのような目的－手段の連鎖構造を支えるものとして階層構造が作りあげられる。
　このように形成された階層構造での各職位が，ある範囲のタスクに責任をもつという，比較
的シンプルな組織体の理解に基づくと，残る問題は，それぞれの職位に適切な人員を充てるこ
とである。つまり，組織体を機能させるには，適切な成員の選任も必要とされる。各職位で必
要とされる課題を適切に対処できる成員には，どのような点が求められるのかを検討すること
により，求められる成員資格とはいかなるものかが明らかにされる。組織成員の側では，与え
られた成員資格を保持し続けられるように組織内での行為に取り組むのを通じて，組織での人
的貢献のプロセスが遂行される。
（３）統治プロセス
　組織体の基本プロセスの一側面として，組織体とは社会から稀少で貴重な資源を委託された
ものであるため，その運営が適切に行われるとともに，結果として適切なアウトプットを生み
出さなければならないという面がある。組織体は，その活動についてのアカウンタビリティが
求められるのである。こうした主張が強調される背景として，組織メンバーのモラル・ハザー
ドなどの機会主義的行為がしばしば見られがちだという事態の存在を指摘できる。
　トンプソン［2012］が，支配的連合体の形成による問題解決プロセスとして組織のダイナミ
クスをとらえるのは，この側面をとらえようとしたものである。
（４）メタ・プロセス
　筆者は，上記の３つのプロセスが組織体における基本プロセスと見なしているが，同様な見
解をバレル＝モーガン［1986］のコンティンジェンシー・モデルについての要約記述のなかに
見いだすことができる。そこでは，戦略的コントロール下位システム，業務的下位システム，
人的下位システム，管理的下位システムの４つの下位システムを組織の代表的な下位システク
と見なしている｠15）。本節での３つのプロセスのなかのテクノロジー・プロセスに対応するのが
業務下位システム，人的貢献プロセスに対応するのが人的下位システム，統治プロセスに対応
するのが戦略的コントロール下位システムと管理下位システムだと見なすことができる。
　ところで，以上のテクノロジー，人的貢献，ガバナンスという３つのプロセスのいずれとも
関わり，それらを基盤として支えるプロセスが組織には求められる。
　この点について，ピコーほか［1999］の場合，組織には，人々が直面する種々の財の稀少性
14）キュール［2013］p.12参照。
15）バレル＝モーガン［1979］pp.206-208参照。
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の克服が期待されており，組織体では，稀少性の克服のための「分業と専門化」がまず目指さ
れると主張している。ただし，分業と専門化から得られる利得を活かすために「交換と調整」
への取り組みも必要だと述べている。また，スコット［1985］も，分業と調整という２つの基
本的な力がすべての組織で働くと述べている｠16）。さらに，ミンツバーグ［1983］でも，すべて
の組織化された人間活動には，さまざまな仕事の「分業」と目指す活動を達成するための各種の
仕事についての「調整」という根本的に対立する２つの必要条件が求められると述べている｠17）。
　以上の議論で強調されたように，組織体にとって基盤的なメタ・プロセスの第１は，専門化
と分業のプロセスである。テクノロジー・プロセス，人的貢献のプロセス，統治プロセスのい
ずれについても，各プロセスのための専門化がなされ，分業がなされるのを前提としている。
次に，組織体にとって基盤的なメタ・プロセスの第２は，調整のプロセスでもある。それは，
各部署同士の資源と情報をめぐる交換のプロセスを通じて遂行される。さらに，組織体でのメ
タ・プロセスの第３は，組織の中でのコミュニケーションのプロセスである。コミュニケーシ
ョンを通じて，テクノロジー・プロセス，人的貢献のプロセス，統治プロセスの運用が可能と
なる。さらに，インセンティブの提示というメタ・プロセスも必要であり，これは，人的貢献
プロセスにおいて特に重要な面であると考えられる。
２．組織体の基本構造
　以上で述べた組織体の基本プロセス（「用」の部分）をもたらすのが，組織体の「体」の部
分であり，それは，組織体の基本構造によって分節化されている。そうした組織体の基本構造
をなす組織体の基本部分とはどのようなものかは，以下のように示されてきた。
（１）テクニカル・コアと境界連結部門
　トンプソン［2012］の場合，組織体とは，テクニカル・コアと境界連結部門との結合成果な
のだと見なしている。つまり，組織体は，テクニカル・コアと境界連結部門という２つの部分
で構成されていると見なしている。ここで，テクニカル・コアとは，製造業の場合であれば，
工場を中心とする，ものづくりに関わる部分であり，境界連結部門とは，購買部門，人材採用
部門，マーケティング部門などである。
（２）ミンツバーグのファイブ
　それに対し，ミンツバーグ［1983］は，組織体が戦略尖，中間ライン，作業核，テクノ構造，
支援スタッフという５つの基本部分から成り立つと主張した｠18）。その５つの基本部分は，「ミ
16）スコット［1985］p.5参照。
17）ミンツバーグ［1983］p.2参照。
18）ミンツバーグ［1983］pp.9-19
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ンツバーグのファイブ」と呼ばれている。それを示したのが，以下の図であるが，ミンツバー
グは，これらの５つの基本部分を取り巻く部分として，組織の伝統や信念を伝えるイデオロギ
ーの働きにも注目している。
図２　ミンツバーグのファイブ
イデオロギー
戦略尖
テクノ構造 支援スタッフ
中間
ライン
作業核
〔出所〕ミンツバーグ［1991］p.155参照。
（３）ドメイン，目標，職務の体系，環境やコンテクスト
　以上では，トンプソン［2012］とミンツバーグ［1983］の主張に基づいて，組織体を構成す
る重要な部分にはどのようなものが考えられるかを示した。渡瀬［1983］の場合は，組織体の
主要構成部分を管理層，作業層，専門職と区分している｠19）。以上のような組織体の構成区分は，
いずれも職務の体系を，それぞれのやり方で区分したものである。
　組織体としては，そうした職務の体系を通じて，ある分野での活動を遂行しようとする。そ
のように，組織体が取り組む活動分野の全体像を示したドメインも，組織体を特色づける重要
な側面である。すなわち，組織体のドメインとは，社会の中のどの領域に関わって使命を果た
そうとするかを示すものであり，大学，政党組織，病院，企業は，それぞれ異なるドメインを
定めている。企業については，業種ごとにドメインが異なる。組織体は，その戦略を通じて，
どのようなドメインに関わろうとするかを定めている。
　当該組織体がドメインを定めた後，前述した各種基本プロセスを遂行するに当たり，その目
的や目標とはいかなるものかを設定しておくことも必要である。目指そうとする目標を明確化
するプロセスは，「戦略」を明らかにするプロセスでもある｠20）。そのようにして目標と戦略を
定めた後は，各種基本プロセスの遂行を支える基本要素の確保も必要である｠21）。そうした基本
要素としては，資源・情報・心理的エネルギーなどの要因が挙げられる。工場や設備，本社ビ
19）渡瀬［1983］pp.178-190参照。
20）廣田［2017］p.174参照。
21）廣田［2016］p.8参照。
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ルなどの資源，最新技術や市場ニーズについての情報などを駆使しながら，組織体成員の心理
的エネルギーに基づいて活動が繰り広げられている。なお，資源は「体」に，情報は「相」に，
心理的エネルギーは「用」に，それぞれ対応づけることができる｠22）。
　ドメインや目標を定め，活動のための基本要素を確保した後には，組織体を取り巻く環境や
コンテクストがどのようなものなのかを把握し，適切な対応を試みる必要がある。組織体を取
り巻く環境やコンテクストも，組織体を特色づける重要な側面である。そのように重要な環境
やコンテクストには，技術的・経済的な面と，制度的・文化的な面とがある。
Ⅳ　多元的組織体の組織化に用いられる多様な観点
　前節では，組織体の基本プロセスや基本構造が多元的なものであることを示した。そういう
多元的な基本プロセスと基本構造をもつ組織体について，多様な観点のもとに組織化が試みら
れてきた。そうした多元的組織体の組織化に当たって用いられる多様な観点にはどのようなも
のがあるかをここで検討することにしたい。
１．３つのシステム観
　以上のような基本側面をもつ組織体は，さまざまな要素や関係をシステムとしてまとめたも
のである。そのシステムをめぐって，ルーマンは２つのパラダイム転換が見られたことを明ら
かにした。その結果として，３つのシステム観が考えられることになる。その第１は，システ
ムは全体と部分から成ると考えるシステム観である。この考えのもとに，組織体では，管理を
担当し，全体を統括する部門と，現場の各職能ごとに専門化された部門とに区分している。そ
の第２は，システムの環境への対処が重要であり，システムは，環境との関係でとらえられる
と考えるシステム観である。この考えのもとに，組織体では，環境変化に対処するためのマー
ケティング部門や，購買部門，人材採用部門を設けている。その第３は，既存のシステムに基
づいて新たなシステムが自己準拠的に生み出されると考えるシステム観である。こうした３つ
のシステム観の存在を踏まえると，組織にも，３つのシステム観のそれぞれでとらえられる面
が存在していると想定できる。このように３つのシステム観が考えられることが組織を論ずる
のに多様な観点が必要な第１の理由である。スポーツ・チームの場合を考えてみても，将来へ
の布石を考慮して新人を活用するか，観客の反応を考慮して采配を考えるか，など多様な取り
組みが必要となる。ミンツバーグ［1983］では，組織を戦略尖，作業核，中間ライン，テクノ
構造，支援スタッフの５つの基本部分（five basic parts）に区分したが，これらの５つの部分
22）坂本［1982］p.175参照。なお，同書での主張とは，古来，質量，構造，機能というカテゴリーを用いて
考察がなされてきたが，質量は「体」，構造は「相」，機能は「用」に対応するというものであった。その
主張は，ここでの主張につながるものだと考えられる。
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を，第１のシステム観のもとに，組織として必要な部分を区分したものだと見なすことができ
る。とはいえ，戦略尖は，第２のシステム観のもとでより重要であり，テクノ構造は，第３の
システム観のもとでより重要であるとも考えられる。ミンツバーグが示した組織体の５つの部
分を，３つのシステム観のそれぞれに対応させることが可能なのである。
２．目指した機能の追求にともなう逆機能の発生への対処の必要性
　組織化を行うのに多様な観点が必要な第２の理由は，一元的な観点のもとに組織化を図ると
きに発生しがちな逆機能を解消するには，他の観点にも配慮した取り組みが必要だからである。
たとえば，バーナードも，複雑な組織には公式組織の設定が不可欠ではあるが，それとともに
個人的な接触などに基づく非公式組織も不可欠であると述べている。非公式組織の存在によっ
て，組織内のコミュニケーションが促進され，協働への意欲や客観的権威の安定が高められ，
公式組織の凝集性も高められる。他方で，非公式組織は，ある程度の公式組織を必要とし，そ
れなしには非公式組織は永続も発展もできないと述べている。
　ホジソン［1997］も，組織についての言及ではないが，交換制度という経済システムについ
て同様な主張を行っている。純粋に契約だけを重視するという考え方に基づく「純粋な」市場
制度や交換制度は，実際には機能しないのであり，発展した交換制度については，非契約的要
素（たとえば，誠実さや礼儀正しさという価値の重視））が本質的に重要性をもつことを指摘
している｠23）。こうした面を，ホジソンは「不純性原理」（the impurity principle）と呼ぶ。「不
純性原理」とは，各システムには，システムの全体を特徴づけるものではないが，そのシステ
ムが機能するのに必要な「非純粋性」が含まれなければならないという考え方である｠24）。
　カール・ポランニーの「二重の運動」（double movement）という概念も同様な論理を示し
たものである。ポランニー［1975］によれば，19世紀以来の近代社会のダイナミクスは「二重
の運動」（double movement）に支配されていた。一方で，あらゆるものが市場経済活動の中
に取り入れられた。労働という名で人間が，土地という名で自然が売りものになり，貨幣も市
場経済の中に入ってきた｠25）。他方で，労働力の商品化擬制にともなう諸問題を克服するため工
場法，社会立法が生み出され，貨幣が市場経済の中に入ってきたのに基づく不安定性を克服す
るべく，中央銀行制度が生み出された｠26）。このように，一方で市場経済化への動きが見られる
とともに，他方で社会を防衛するための対抗的な動きが見られた。
　以上の説明は，組織体というよりも，より大きな社会での対抗運動の存在の必要性を示して
いるが，ベンソン［1977］は，組織体には，既存の姿を常に崩しかねない諸矛盾が付きまとっ
23）ホジソン［1997］p.173参照。
24）ホジソン［1997］p.176参照。
25）ポランニー［1975］p.179参照。
26）ポランニー［1975］p.181参照。
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ていることを示した。そのため，組織体の進む方向は，関連する人々の対抗的な利害や考え方
とともに，人々が社会的仕組みを作り出し，維持するためのパワーに依存しており，弁証法的
に定められる｠27）。組織体は，合理的に関連づけられた構造体であるが，それは非合理的なコン
テクストのもとに置かれている。そういう状況のもとで社会的，政治的プロセスを繰り広げる
ことにより，新たな組織の姿（目標，構造上の仕組み，テクノロジー，非公式的関係など）が
作り出される。このように，そうした対抗運動の相互作用を通じた弁証法的プロセスが作用す
る場として，組織体がとらえられる。
　セオ［2002］の場合は，組織体を取り巻く諸制度のあいだの矛盾に着目する。そうした矛盾
に対して，組織の側では従来，見られなかった新たな実践を開始する。その結果，今までにな
かった社会的相互作用が作り出され，それを踏まえた社会的構築の結果として，新たな制度化
が進められる，それにより，今までとは異なる「全体性」をもった組織が作りあげられる。こ
のようにして，弁証法的なプロセスを通じた組織変革が達成される｠28）。
　組織体が最初に直面する諸制度のあいだの矛盾の例には，非効率，適応性の欠如，諸制度間
の両立不可能性，諸利害の調整不順などが挙げられる。それらの矛盾に対して，変革のエージ
ェントが意識的な再省察を踏まえた行動の転換を行い，それが新たな集合行動につながるよう
に実践を積み重ねることによって制度変革がなされると考えられる。
３．内部統合と外部対処の必要性
　ルーマン［1992］での公式組織の理論では，「成員の動機づけ」のため，成員資格の付与と
いう一般化された動機づけの活用を図り，期待内容の公式化を図ることによって内的な統合を
図ることを重視している。それとともに，「非成員に対するシステムの自己表現」を通じて，
組織が環境に承認され，受け入れられるように外的な問題への適応を図ることも重要だと主張
している｠29）。「成員の動機づけ」を通じて組織内部の統合を図るとともに，「非成員に対するシ
ステムの自己表現」を通じて，組織外部環境への対処を行うことが求められる。1970年代以後，
隆盛となった制度派組織論の意義は，後者の観点から理解することができる。
　バーナード［1969］の場合は，協働体系が存続するには，有効性と能率という２つの基準が
重要であることを主張した。有効性とは，組織体と外部環境とのバランスが保たれていること
であり，能率とは，組織体と内部者とのバランスが保たれていることである。バーナード［1969］
も内部統合と外部対処の双方が必要であることを指摘したのである。
27）ベンソン［1977］p.8参照。
28）セオ［2002］p.225参照。
29）ルーマン［1992］pp.152-168参照。
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４．技術的・経済的環境への対応と制度的・文化的環境への対応の必要性
　組織体の組織化に当たっての重要な観点の１つは，技術的・経済的環境に対して，どのよう
に対処すれば良いのかという問題意識である。この問題意識のもとに，稀少な生産要素や資源
をいかに効果的に獲得するかに気を配り，市場での競争に打ち勝とうとしている。
　他方で，組織体の組織化に当たっての重要な観点のもう１つは，制度的・文化的環境の要求
に対して，どのように対処すれば良いのかという問題意識である。この問題意識のもとに，政
治的，法的な環境のもとで，正統性の観点のもとに組織化を行わなければならない面もある。
Ⅴ　多様な観点から提示された各種組織論
　渡辺［2007］，オルドリッチ［1992］などによって，さまざまな組織論学派が識別されている。
それらの文献での要約を参照することにより，各種組織論の提唱者，主張，主要概念などを，
以下の表のように示すことができる。
表１　多様な観点に基づき提示されてきた各種組織論
提唱者 主張 主要概念
官僚制論 ウェーバー 客観的で合理的な決定を行うた
めの仕組みを各人の権限と責任
を明確化することにより作り出
せる
官僚制，文書化された組織規則，
逆機能，合法的支配
人間関係論 メイヨー 組織のあり方は，情緒，派閥，
非公式な規範による影響を受け
る
非公式組織，人間関係，モラー
ル（士気），感情の論理
意思決定論 サイモン 集団の仕事に対して，組織化さ
れた努力を適用するために適切
な意思決定を行うのが経営
意思決定，意思決定前提，価値
前提，事実前提，組織影響力，
定型的意思決定
コンティンジェン
シー理論
トンプソン，ロー
レンス＝ローシ
ュ，ペロー
環境状況に最も適合した組織構
造を有する組織体が最良の成果
を達成する
オープン・システム，ワン・ベ
スト・ウェイはない，情報処理
モデル，適合
資源依存理論 フェッファー＝サ
ランシク，バート
組織は自給自足的な存在ではな
く，必要な資源を確保するため
に他の組織に依存している
協働戦略，取り込み，連合形式，
戦略的提携，組織間関係
制度派組織論 トルバート＝ザッ
カー，マイヤー＝
ローワン
組織における制度変化は，競争
や能率よりも，国家や専門団体
によって制度的に正統とされた
ものによって定められる
組織フィールド，正統性，合理
化された神話，強制的同型化，
規範的同型化，模倣的同型化
ポピュレーショ
ン・エコロジー
ハナン＝フリーマ
ン，デラクロワ＝
キャロル
旧組織の失敗・死・消滅と新組
織の形成・誕生という新旧の交
代変化による組織の形態変化
個体群密度，正当化，競争，出
生率，死亡率，淘汰過程
取引費用論 コース，ウィリア
ムソン
市場取引ではなく，組織の統治
のもとでの交換が選択されるの
はなぜか
取引費用，組織の存在理由，市
場の失敗，統治メカニズムの選
択，限定された合理性
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　表１のなかのコンティンジェンシー理論と制度派組織論は，ともに環境によって組織体のあ
り方が大いに影響されるのを主張するという点では共通しているが，経済的・技術的要因に対
してはコンティンジェンシー理論が，文化的・制度的要因に対しては制度派組織論が対処の仕
方を明らかにしようとするというように，それぞれの理論が解明しようとする側面は異なって
いる。
　さらに，コンティンジェンシー理論は，単一の組織体が直面する環境から影響を受けてその
組織形態が定まるのを解明するのに対し，ポピュレーション・エコロジーは，業界全体での組
織形態の変化を解明しようとするものであり，各理論の研究対象は，組織体のレベルのものも
あれば，業界全体のレベルのものもある。
Ⅵ　多様な組織諸理論を分類するためのさまざまな枠組み
　以上のように，多様な組織諸理論が提出されてきた。それらの主張は，それぞれ興味深いも
のとはいえ，それらを，そのまま提示するだけでは，組織諸理論が互いにどのように関連して
いるのかを明らかにできず，組織の多様な動きを理解したいと願う人々に混乱を生じさせてし
まう可能性がある。そのため，多様な組織諸理論を分類するための枠組みが必要となる。
１．バレル＝モーガン［1979］の分類枠組み
　まず，バレル＝モーガン［1979］では，次のような枠組みを示した。
組織のネットワー
ク理論
オルドリッチ，ウ
ズィー
組織間関係から成るネットワー
ク全体の構造によって組織の行
為が影響される
組織セット，経済行為の社会的
埋め込み，ネットワーク型組織，
埋め込まれた紐帯
〔出所〕渡辺［2007］，オルドリッチ［1992］での記述をもとに筆者が作成。
図３　バレル＝モーガン［1979］の分類枠組み
〔出所〕バレル＝モーガン［1979］p.36参照。
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　客観的な観点から現状を説明しようとする理論は機能主義的組織論と位置づけられる。それ
に対して，現状を主観的な観点から説明しようとするのが解釈主義的組織論である。また，現
状を変革する動きを客観的な観点から説明しようとするのがラディカル構造主義であり，主観
的な観点から，現状変革の動きを論じようとするのがラディカル人間主義である。
２．ディーツ［1996］およびアルヴェッソン＝ディーツ［1999］の分類枠組み
　ただし，Deetz［1996］では，バレル＝モーガン［1979］による分類枠組みには問題があり，
その最大の問題は，主観的－客観的の対比だと述べている。その点を「退屈で誤解を招く主観
的－客観的問題」という節を設けて批判している。なぜならば，主観的－客観的という対比を
行う場合，客観的と分類された例では，自らの研究が「客観的研究」だという理由をもって他
のアプローチに対して支配的な地位にあるかのようにふるまうという問題が生じがちだからで
ある。さらに，そうした対比によって，あらゆる研究が主観的な探索からもたらされるものだ
ということを見過ごさせてしまうという問題も生じがちである。主観的－客観的という対比区
分には，このような問題があることを踏まえると，組織研究を区分するための観点としては，
固定的な言語ゲームに基づいているのか，複数の言語ゲームに基づいているのかに着目するの
がよいと主張される。そこで，主観的－客観的というバレル＝モーガンでの対比区分に対して，
ローカル・創発的／エリート・事前計画的という対比区分が示される。さらに，ラディカル・
チェンジの社会学／レギュレーションの社会学という対比については，異議／同意という対比
が設定される。それは，ラディカル・チェンジとなるか，レギュレーションにとどまるかとい
う結果の面を問う前に，既存の枠組みに異議を唱えるか，同意するかの面をまず問うべきだと
考えられたからである。
図４　ディーツ［1996］およびアルヴェッソン＝ディーツ［1999］の分類枠組み
〔出所〕Deerz［1996］p.198参照。Alvesson and Deetz［1999］p.190参照。
弁証法的研究，ポストモダン，
脱構築主義者
批判的研究，後期モダン，
改良主義
解釈主義的研究，プレモダ
ン，伝統的
規範的研究，モダン，進歩
的
３．アストリー＝ヴァン・デ・ヴェン［1983］の分類枠組み
　他方，Astley & Van de Ven［1983］では，組織体のあり方が定まるのは，決定論的にか，
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それとも主意主義的にかという次元にまず着目する。そのうえで，考察対象がマクロ的なもの
か，それともミクロ的なものかという対象次元にも着目する。こうした２つの次元に基づいて，
各種の組織論を配置したものが図５である。決定論的な観点のもとに，マクロな対象の動きを
説明しようとするのが自然選択視角であり，この立場に属するものとして，ポピュレーション・
エコロジー，産業経済学，経済史などが位置づけられる。次に，主意主義的な観点のもとに，
マクロな対象の動きを説明しようとするのが集合体行為視角であり，この立場に属するのがヒ
ューマン・エコロジー，政治経済学，多元主義などである。
　この見方では，マクロ―ミクロという分析対象レベルについての区分を追加した点がその特
徴である。
図５　アストリー＝ヴァン・デ・ヴェン［1983］の分類枠組み
〔出所〕アストリー＝ヴァン・デ・ヴェン［1983］p.247参照。
４．スコット［1992］の分類枠組み
　さらに，スコット［1992］では，どのような属性をもったシステムを対象とする理論なのか
に基づいて，各種の組織論を分類している。
図６　スコット［1992］の分類枠組み
〔出所〕スコット［1992］p.102の表に基づき，筆者が修正して表現。
官僚制理論
伝統的管理論
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　スコット［1992］の分類枠組みでは，対象とする組織体がクローズド・システム的なものか，
それともオープン・システム的なものかという観点と，対象とする組織体が合理的システムな
のか，自然システムなのかという観点とを組み合わせて，４つの大きな理論領域を区分してい
る。ただし，その４つの理論領域を，社会心理的なミクロ領域の解明を目指すもの，マクロの
組織構造など構造的な面の解明を目指すもの，１つの組織体を超えた業界全体などのエコロジ
カル（生態系的）な対象の解明を目指すもの，というように，さらに細分化している。
５．各種組織論の分類枠組みの比較
　以上で示した各種組織論についての分類枠組みを相互に比較できるように表示したものが表
２である。その表では，組織体を形成する動きとしての「用」について２つの次元を想定して
いる。第１の次元は，組織体を形成する「用」の働きの向きをめぐるものである。この次元で
の対極として，個人の主観や主意に基づいて組織体の形成が図られるのか，それとも組織体を
取り巻く環境の側からの影響によって決定論的に組織体の形成が行われるのかが考えられる。
組織体の形成にかかわる「用」についての第２の次元は，その「用」の様態である。つまり，
ラディカル・チェンジとして組織の形成が行われるのか，レギュレーションとして組織の形成
が行われるのかである。
表２　各種組織論の分類枠組みの比較
｢用｣ と ｢体｣
論者
「用」に関して 「体」に関して
用の向き 
（第１次元）
用の様態 
（第２次元）
体のレベル 
（第３次元）
体の範囲 
（第４次元）
バレル＝モーガン
［1979］
主観的
客観的
ラディカル・チェ
ンジ
レギュレーション
ディーツ［1996］お
よびアルヴェッソン
＝ディーツ［1999］
同意　事前計画的
異議　創発的
ローカルな探索
エリートによる全
体カバー
アストリー＝ヴァ
ン・デ・ヴェン［1983］
主意主義的
決定論的
マクロ
ミクロ
スコット［1992］
合理的システム
自然システム
エコロジカル
構造的
社会心理的
クローズド・シス
テム，オープン・
システム
〔出所〕筆者が作成。
　さらに，各種組織論が対象とする組織体の「体」については，２つの次元を識別できる。そ
こで，第３の次元として，その体のレベルが問題とされる。つまり，マクロ的な現象を対象と
するのか，ミクロ的な現象を対象とするのかである。ただし，別な分類によると，社会心理的
な現象を対象とするのか，構造的な現象を対象とするのか，エコロジカルな現象を対象とする
のかが問われる。社会心理的な現象を対象とするのは，ミクロ・レベルの研究であり，構造的
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な現象を対象とするのは，組織体の全体レベルの研究である。さらにエコロジカルな現象を対象
とするのは，単一組織体のレベルを超えた業界全体というレベルの研究である。さらに，第４の
次元として各種組織論が対象とする組織体の「体」の範囲がどのようなものかが問題とされる。
すなわち，解明しようとするのが，クローズド・システムのように限られた範囲のなかでの組織
のあり方なのか，オープン・システムのように，環境との相互作用を活発に行う組織のあり方な
のかである。さらに，解明しようとするのが，組織エリートによる組織全体へのかかわりなのか，
現場集団によるローカルなかかわりなのか，という面での分類もある。
Ⅶ　状況変化との関わりで出現してきた組織諸理論
　以上で示したように，多様な組織諸理論は，さまざまな分類枠組みに基づいて分類されうる。
他方で，そうした分類枠組みによる整理を試みるアプローチとは異なり，組織が直面するコン
テクストの変化に基づいて，それまでとは異なる組織論が主張されるようになったことを示そ
うとする見解も考えられる。
１．モダン，シンボリック，ポストモダンなどの観点に基づく組織諸理論
　ハッチ［2017］の場合，組織に関わる基本要素には，環境，社会構造，テクノロジー，組織
文化，物的構造，パワーが挙げられると指摘したうえで，それらの基本要素をともなう組織体
が，モダン，シンボリック，ポストモダンなどの多様な観点のもとに，組織についての多様な
議論が展開されるに至っていることを示している。ここでモダンとは，1960年代と1970年代に
おける組織のとらえ方であり，一般システム理論，社会－技術システム論，コンティンジェン
シー理論などで採用された観点である。バレル＝モーガン［1979］では機能主義社会学，アル
ヴェッソン＝ディーツ［1999］では，規範的研究，モダンで進歩的な研究と呼ばれた諸研究で
ある。こうしたモダン組織論では，合理性を追求し，効率の達成を目指している。次に，シン
ボリックとは，1980年代における組織のとらえ方であり，現象学的社会学，イナクトメント理
論，制度派組織論などで採用された観点である。シンボリック組織論では，人々が自分たちの
状況をどのように解釈するかに基づいて，新たな現実が生み出されることを強調している。
　さらにポストモダンとは，1990年代以降における組織のとらえ方であり，モダンの観点では，
現実とは，既に存在している唯一のものだととらえるのに対し，ポストモダンの観点では，現
実は，絶えず変動し，流動的で多元的なものだととらえ，現実よりもイメージ，客観よりも主
観を重視している。なお，リオタールによれば，知識には２つの形態があり，それは「物語と
しての知（ナラティブ）」と「科学知」である｠30）。前者は，神話や物語が伝統的社会で果たし
30）Power［1990］p.114参照。リオタール［1986］pp.7-28参照。
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たのと同様な正当化機能を有している。それに対し，後者は，事実の裏づけによる権威を優先
して，神話などによる権威の裏づけを放棄した。その結果，科学知は，それが真実の知である
ことを裏づける，何らかの別な種類の「物語」に依存せざるを得なくなった。そうした別な種
類の「物語」として選ばれたのが，近代においては啓蒙が進められ，進歩が達成されていると
の「大きな物語」（グランド・ナラティブ）であった。そうした「大きな物語」に準拠する科
学をリオタールは「モダン」と呼んでおり，「ポストモダン」とは，そうした物語に対する不
信感のもとで伝統的な「大きな物語」への依存に異議を唱えようとする知である。こうしたポ
ストモダンの観点は，フェミニスト組織論，アクター・ネットワーク論，組織文化の脱構築論
などで採用されている。
２．組織体が直面するコンテクストの変化にともなう課題変化に対応した組織化
　リード［1999］によれば，組織体は，直面するコンテクストの変化に対応して，①合理性の
追求，②共同体の重視，③市場への対応，④パワーの重視，などの主たる課題についての変化
をたどってきた｠31）。すなわち，20世紀初頭の夜警国家から産業国家への移行にともない，科学
的管理法に基づく合理的組織化観点が示された。そして，企業家的資本主義から福祉資本主義
への移行にともない，人間関係論に見られるごとく感情の論理にも配慮した組織化観点が示さ
れた。さらに，経営者資本主義からネオ・リベラル資本主義への移行にともなう市場競争の激
化のもとで，市場競争との関わりを意識した組織化の理論形成が試みられ，取引費用や効率性
に着目した取引費用論や，エージェンシー理論，ポピュレーション・エコロジーなどの組織化
観点が示された。また，リベラル集団主義から交渉的会社主義への移行にともない，取引費用
や効率性だけでは説明できない現象を，パワーの活用に基づく組織化という観点に基づいて解
明を図る試みも示されてきたと主張された。
Ⅷ　結　論
　以上では，組織体の基本プロセスと基本構造として，どのような面が挙げられるか，につい
ての議論を踏まえつつ，各種組織論が示されてきたことを明らかにした。その後に，そうした
各種組織論を分類する枠組みにはどのようなものが示されてきたかも検討した。そのうえで，
新たな観点のもとに新たな組織論が３つのシステム観および状況やコンテクストの変化などに
対応して，多様な組織諸理論が多様な観点に基づいて示されてきたことを述べた。
　組織についての多くの研究を通じて，組織の動態や構造を示す理論として，官僚制論，人間
関係論，意思決定論，コンティンジェンシー理論，資源依存論，制度派組織論，ポピュレーシ
31）Reed［1999］pp.27-39参照。
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ョン・エコロジー，取引費用論，組織のネットワーク理論などのさまざまな理論が示されてき
た。ただし，それらの諸理論を相互に関連をもつ知識の体系として位置づけるには，まず組織
体についての基本プロセスや基本構造とはいかなるものかについての検討が必要である。その
うえで，各種の組織論が，その基本プロセスや基本構造とどのように関連しているかの解明が
必要である。そのうえで，いかなる観点の変化やコンテクストの変化に対応して，それぞれの
理論が示されるようになってきたのかの解明も必要である。そうした関連づけがなされないな
らば，各種の組織論は，それぞれの見方を示しただけの知的な主張にとどまってしまう。その
結果，なぜそのような理論がそういう形式で主張されたのかを何らかの根拠に基づきながら説
明することができなくなる。本論文では，各種組織論が生み出されるもととなった観点や状況
を再検討することにより，各種組織論の相互関連づけを可能とするような組織論の分類枠組み
としては，どのようなものが示されてきたかを検討した。そのうえで，冒頭で提示した体・用・
相というカテゴリーとも関連づけながら各種の分類枠組みの特徴の比較を試みた。
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